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公益財団法人
新潟市勤労者福祉サービスセンター

新潟市が出資している法人です。
従業員１人当たり月800円で、充実した福利厚生を実現 ！

主な事業：慶弔給付、
　　　　　健康維持増進、
　　　　　自己啓発援助、
　　　　　余暇活動援助ほか

詳しいサービス内容はインターネットで

ニピイ 検索

会員募集中！

会社の福利厚生を応援します

https://guts-rentacar.com/
新潟市中央区明石 1-2-10 コーポ明石１F
ＴＥＬ：025-256-8520  ＦＡＸ：025-256-8325

新潟駅前店

ガッツレンタカー

買うより借りる
ガッツでしょ！
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2ドア軽自動車地域最安値

　前回は「SDGコンパス（SDGsの企業行動指針）」に沿ってSDGsへの取り組み方をご紹介しました。今回からはステッ
プ1の「SDGsを理解する」に重点を置き、業種別の具体的な取組内容をシリーズで紹介していきます。今回は製造業につ
いてです。� ※以下で紹介する取組はあくまで一例です

No.２

業種別でみる具体的な取組内容　製造業①

（協力：東京海上日動火災保険株式会社）

生産地とのフェアトレード
　開発途上国の農産物や製品などを、現地の生産者にとっ
ての公正な価格で輸入する、国際フェアトレード認証※を取得
することで、生産者の労働環境の改善や雇用の創出を支援する。
※国際フェアトレード機構が定める基準を守り、フェアな貿易・取引をしていることを証
明するラベル

関連する
ゴール

産業廃棄物のリサイクルを検討
　製造過程で排出される産業廃棄物を、資源として活用
できないか研究し、再利用を検討する。新たな資源を手
に入れるとともに、廃棄時の環境負荷を軽減できる。

関連する
ゴール

電力使用量の見える化による省エネ
　製造過程における電力使用量を見える化することで、
電気機器の使用のタイミングを調整し、電力使用量の抑
制につなげる。また、削減目標を設定し、毎月の実績を
確認する。

関連する
ゴール

地域との防災協定
　製造工場のある地域の自治体と防災協定を締結し、災害
時に食料品や防災用品などの物資を供給したり、住民に必
要な情報を提供する。

関連する
ゴール

出典：「SDGs取組のヒント」
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令和３年２月10日に「令和４年度与党税制改正大網」が決定しました。
主な改正項目は以下の通りです。（商工会議所要望が反映された主な改
正項目を掲載しています。）

令和４年度 税制が改正されます②

　ビジネス変革等の挑戦を後押しする税制措置
①少額減価償却資産の損金算入特例の延長（２年）
30万円未満の減価償却資産を取得した場合、合計300万円までを限度に、即時償却（全額損金算入）が可能
※ただし、節税目的の貸付用資産（主要な事業として行われるものを除く）は対象外に

②所得拡大促進税制の延長（１年）・拡充
適用期限を2023年３月末から、2024年３月末に延長

①維持

税額控除
15％

③新設

税額控除
30％

給与等支給総額の増加額の15～40％を税額控除
※控除上限は法人税の20％

②新設

税額控除
15％

税額控除
10％

④新設

税額控除
30％

税額控除
10％

最大
40％

…給与等支給総額が対前年比
1.5％以上増加の場合

…給与等支給総額が対前年比
2.5％以上増加の場合

…教育訓練費が対前年比
10％以上増加の場合

③地方拠点強化税制の延長（２年）拡充
本社機能の地方への移転、地方における拠点強化を行う事業者に対する減税措置を２年間延長
■設備投資減税（オフィス減税）→建物等を取得した場合に適用
■雇用促進税制→新たに従業員を雇い入れた場合等に適用
■対象事業部門に情報サービス事業部門（ソフトウェア開発等）を追加
■�中小企業が整備計画の認定を受ける場合の従業員要件が１名以上増加に緩和

④オープンイノベーション促進税制の延長（２年）拡充
・��スタートアップ企業とのオープンイノベーションに向け、スタートアップ企業の新規発行株式を一定
定額以上取得する場合、その株式の取得価格の25％を所得控除
・対象となる株式の保有期間を３年（現行５年）に短縮
・��出資をうけるスタートアップ企業の要件のうち、設立の日以後の期間に係る要件（現行：10年）に
ついて、売上高に占める研究開発費の割合が10％以上の赤字会社は設立後15年未満まで拡充

⑤５G導入促進税制の延長（国税３年、地方税２年）※国税は段階的に縮減

⑥ウォーカブル推進税制の延長（２年）拡充
※��地域の賑わい創出のため、民間事業者が、空きスペースや店舗の低層部分等を地域に広く開放した場
合の固定資産税等に対する税制優遇措置
※適用対象に電源設備、給排水設備、冷暖房設備が追加された。


